
Ĵ 開示すべきセグメント情報
（単位：円）

区 分 学 部 等 附 属 診 療 所 小 計 法 人 共 通 合 計

業 務 費 用
業 務 費 2¶664¶668¶830 178¶113¶432 2¶842¶782¶262 ` 2¶842¶782¶262

教 育 経 費 641¶338¶675 1¶052¶124 642¶390¶799 ` 642¶390¶799

研 究 経 費 235¶083¶001 40¶000 235¶123¶001 ` 235¶123¶001

診 療 経 費 0 88¶131¶022 88¶131¶022 ` 88¶131¶022

教 育 研 究 支 援 経 費 57¶236¶872 0 57¶236¶872 ` 57¶236¶872

受 託 研 究 費 等 6¶261¶300 0 6¶261¶300 ` 6¶261¶300

受 託 事 業 費 等 13¶994¶487 0 13¶994¶487 ` 13¶994¶487

人 件 費 1¶710¶754¶495 88¶890¶286 1¶799¶644¶781 ` 1¶799¶644¶781

一 般 管 理 費 193¶273¶752 404¶067 193¶677¶819 ` 193¶677¶819

財 務 費 用 1¶817¶369 670¶451 2¶487¶820 ` 2¶487¶820

小 計 2¶859¶759¶951 179¶187¶950 3¶038¶947¶901 ` 3¶038¶947¶901

業 務 収 益
運 営 費 交 付 金 収 益 2¶409¶421¶779 71¶194¶577 2¶480¶616¶356 ` 2¶480¶616¶356

学 生 納 付 金 収 益 180¶079¶830 0 180¶079¶830 ` 180¶079¶830

附 属 診 療 所 収 益 0 109¶488¶451 109¶488¶451 ` 109¶488¶451

受 託 研 究 等 収 益 7¶133¶561 0 7¶133¶561 ` 7¶133¶561

受 託 事 業 等 収 益 14¶162¶460 0 14¶162¶460 ` 14¶162¶460

補 助 金 等 収 益 39¶078¶829 111¶300 39¶190¶129 ` 39¶190¶129

施 設 費 収 益 12¶562¶651 0 12¶562¶651 ` 12¶562¶651

寄 附 金 収 益 24¶178¶205 0 24¶178¶205 ` 24¶178¶205

雑 益 53¶914¶459 1¶213¶035 55¶127¶494 ` 55¶127¶494

そ の 他 105¶092¶738 2¶573¶204 107¶665¶942 ` 107¶665¶942

小 計 2¶845¶624¶512 184¶580¶567 3¶030¶205¶079 ` 3¶030¶205¶079

業 務 損 益 � 14¶135¶439 5¶392¶617 � 8¶742¶822 ` � 8¶742¶822

土 地 7¶908¶362¶000 66¶638¶000 7¶975¶000¶000 ` 7¶975¶000¶000

建 物 2¶929¶573¶916 100¶188¶085 3¶029¶762¶001 ` 3¶029¶762¶001

構 築 物 262¶306¶479 0 262¶306¶479 ` 262¶306¶479

そ の 他 1¶551¶627¶537 78¶353¶503 1¶629¶981¶040 ` 1¶629¶981¶040

帰 属 資 産 12¶651¶869¶932 245¶179¶588 12¶897¶049¶520 ` 12¶897¶049¶520
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~３ 役員退職手当規準の概要
独立行政法人の退職手当規程を準用し、本学役員退職手当規程に基づいております。

~４ 職員退職手当規準の概要
国家公務員退職手当法（昭和28年８月８日法律第182号）を準用し、本学職員退職手当規程

に基づき支給しております。
~５ 支給人員は、年間平均支給人員数を記載しております。ただし、退職給付については総支給
人員数を記載しております。

~６ 損益計算書人件費の計上額には、法定福利費を含んでおります。

~７ 人件費の定義は、「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等につい
て（ガイドライン）」（以下「ガイドライン」）に基づいております。常勤職員とは、ガイドライ
ン中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究費等により雇
用する者を除いた職員であり、非常勤職員とは、常勤職員、受託研究費等により雇用する者及
び「ガイドライン」における「派遣会社に支払う費用」以外の職員であります。

~８ （ ）は、「退職金相当額を運営費交付金で措置する対象者数について（通知）」（平成16年６
月３日付人事課長16文科人第84号）における「退職金相当額を運営費交付金で措置する必要が
ある役職員」の支給額を内数として記載しております。
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